
 

 

 

 

 

 

 

 

国民健康保険制度改革の概要について 
 

資料２ 



○ 市町村国保は、他の医療保険（被用者保険、後期高齢者医療制度）に加入していない全ての住民を被保険者とすることで、
「国民皆保険」を支える仕組みである。  

○ 保険者：都道府県及び市町村 （47＋1,716。平成30年度以降の姿であり、それ以前は市町村のみ） 

○ 被保険者数： 約3,182万人（平成28年３月末） 

※  昭和30年代は農林水産業者、自営業者が中心 → 現在は非正規労働者や年金生活者等の無職者が７割を占める。 

※  平均年齢： 52.3歳（平成28年9月末） 

○ 保険料： 全国平均で、一人当たり年額8.4万円 （平成27年度。介護納付金分は含まない。） 
※ 実際の保険料率は、各市町村がそれぞれの実情を踏まえて定めている。 

（平成30年度予算ベース） 

定率国庫負担 

（３２％） 

2兆3,000億円 

国調整交付金

（９％） 

8,200億円 

都道府県繰入金 
（９％） 

6,400億円 

低所得・高額医療費等 
への対策 
4,500億円 

保険料 

2兆7,000億円 

 うち 
法定外一般会計繰入 

2,500億円 

保険料軽減制度 
4,500億円 

前
期
高
齢
者
交
付
金 

3兆6,400億円 

保険料50％ 公費50％ 

市町村への地財措置 
1,000億円 

保険者努力支援制度 
840億円 

 

後期高齢者医療制度 

約16兆円 

 

65
歳 

75
歳 

・75歳以上 
・約1,750万人 
・保険者数：47 

健康保険組合 協会けんぽ 市町村国保 共済組合 

  約11兆円 約６兆円 健保組合・共済等 約５兆円 

・大企業のサラリーマン 
・約2,880万人 
・保険者数：約1,400 

・中小企業のサラリーマン 
・約3,950万人 
・保険者数：１ 

・公務員 
・約850万人 
・保険者数：85 

・自営業者、年金生活者、  
   非正規雇用者等 
・約3,180万人 
・保険者数：47＋1,716 

前期高齢者財政調整制度（約1,700万人） 
約７兆円（再掲）  

市町村国保の概要 

＜医療保険制度の全体像＞ 

・ 75歳以上は、全員が後期高齢者医療制度に加入。 
・ 75歳未満は、被用者保険（被用者及びその被扶養者）または

市町村国保に加入。 

＜市町村国保の財源構成（総額11.2兆円）＞ 

※この他、同種同業の者で組織する国保組合がある 3 
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（※１） 一定の障害の状態にある旨の広域連合の認定を受けた者の割合である。 
（※２）  市町村国保及び後期高齢者医療制度については、「総所得金額（収入総額から必要経費、給与所得控除、公的年金等控除を差し引いたもの）及び山林所得金額」に「雑損失の繰越控除額」と「分離譲渡所得金額」を加えたものを 
     年度平均加入者数で除したもの。（市町村国保は「国民健康保険実態調査」、後期高齢者医療制度は「後期高齢者医療制度被保険者実態調査」のそれぞれの前年所得を使用している。） 
     協会けんぽ、組合健保、共済組合については、「標準報酬総額」から「給与所得控除に相当する額」を除いたものを、年度平均加入者数で除した参考値である。 
（※３） 被保険者一人当たりの金額を表す。 
（※４） 加入者一人当たり保険料額は、市町村国保・後期高齢者医療制度は現年分保険料調定額、被用者保険は決算における保険料額を基に推計。保険料額に介護分は含まない。   
（※５） 保険料負担率は、加入者一人当たり平均保険料を加入者一人当たり平均所得で除した額。 
（※６） 介護納付金及び特定健診・特定保健指導、保険料軽減分等に対する負担金・補助金は含まれていない。 
（※７） 共済組合も補助対象となる。 

  市町村国保   協会けんぽ   組合健保  共済組合  
後期高齢者 
医療制度 

保険者数   
（平成28年3月末）  

１，７１６ １ １，４０５ ８５ ４７ 

加入者数  
（平成28年3月末） 

３，１８２万人 
（1,941万世帯）  

３，７１６万人 
被保険者2,158万人 
被扶養者1,559万人 

２，９１４万人 
被保険者1,581万人 
被扶養者1,332万人 

８７７万人 
被保険者450万人 
被扶養者427万人 

１，６２４万人 

加入者平均年齢  
（平成27年度）  

５１．９歳  ３６．９歳 ３４．６歳 ３３．１歳 ８２．３歳 

65～74歳の割合 
（平成27年度）  

３９．５％ ６．４％ ３．１％ １．５％ ２．２％（※１） 

加入者一人当たり 
医療費（平成27年度）  

３５．０万円 １７．４万円 １５．４万円 １５．７万円 ９４．９万円 

加入者一人当たり  
平均所得（※２） 
（平成27年度） 

８４万円  
一世帯当たり 

１４０万円 

１４５万円 
一世帯当たり（※３） 

２４９万円 

２１１万円 
一世帯当たり（※３） 

３８７万円   

２３５万円  
一世帯当たり（※３）  

４５６万円 
８０万円 

加入者一人当たり 
平均保険料 

（平成27年度）（※４） 
<事業主負担込> 

８．４万円 
一世帯当たり 
１３．９万円 

１０．９万円<21.9万円> 
被保険者一人当たり 
18.8万円<37.7万円> 

１２．２万円<26.7万円> 
被保険者一人当たり 
22.4万円<49.2万円> 

１４．０万円<27.9万円> 
被保険者一人当たり 
27.1万円<54.3万円> ６．７万円 

健康保険料率10.00% 健康保険料率9.03% 健康保険料率9.24% 

保険料負担率（※５） １０．０％ ７．６％ ５．８％ ５．９％ ８．３％ 

公費負担  
給付費等の５０％ 
＋保険料軽減等 

給付費等の１６．４％ 
後期高齢者支援金等の 
負担が重い保険者等 

への補助（※７） なし  

給付費等の約５０％ 
＋保険料軽減等 

公費負担額（※６） 
(平成30年度予算ﾍﾞｰｽ) 

４兆３，７８４億円 
(国３兆１，５８１億円) 

１兆１，７４５億円 
(全額国費) 

７３７億円 
(全額国費) 

８兆３７４億円 
(国５兆１，４４９億円) 

各保険者の比較 
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平成30年度の国保財政 

財政安定化支援事業 

50％ 50％ 

○普通調整交付金（７％） 

 都道府県間の財政力の不均
衡を調整するために交付。 

○特別調整交付金（２％） 

 画一的な測定方法によって、
措置できない都道府県・市町
村の特別の事情（災害等）を
考慮して交付。 

調整交付金（国） （９％）※１ 

8,200億円 

調整交付金（国） 

（32％） ※１ 

23,000億円 

定率国庫負担 

公費負担額 

国 計 ：      34,200億円 

都道府県計： 11,400億円 

市町村計：    1,700億円 

  市町村への地方財政措置：1,000億円 

 ○ 高額な医療費（１件80万円超）の発生

による国保財政の急激な影響の緩和を

図るため、国と都道府県が高額医療費

の１/４ずつを負担  

  事業規模：3,600億円 

医療給付費等総額： 約111,800億円 

保険料 

（27,000億円） 

○  低所得者の保険料軽減分を公費で 
  支援。 

事業規模： 4,500億円 
       （都道府県 3/4、市町村 1/4） 

  

○  低所得者数に応じ、保険料額の一定 

割合を公費で支援                  
    事業規模： 2,600億円 

 （国 1/2、都道府県 1/4、市町村 1/4） 

都道府県繰入金 

（９％） ※１ 

6,400億円 

※１ それぞれ保険給付費等の９％、32％、９％の割合を基本とするが、定率国庫負担等のうち一定額について、財政調整機能を強化する観点から 
国の調整交付金に振りかえる等の法律上の措置がある 
※２  平成２８年度決算（速報値）における決算補填等の目的の一般会計繰入の額   
※３ 退職被保険者を除いて算定した前期高齢者交付金額であり、実際の交付額とは異なる  
※４ 別途、平成29年度に特例基金に措置した500億円のうち170億円を活用 
 

前期高齢者交付金 

○国保・被用者保険の65歳か
ら74歳の前期高齢者の偏在
による保険者間の負担の不
均衡を、各保険者の加入者数
に応じて調整。（市町村単位
→都道府県単位の交付に） 

 

前期高齢者交付金 
       

36,400億円 
       ※３ 

保険料軽減制度 

保険者支援制度 

保険者支援制度 

保険料軽減制度 

高額医療費負担金 

法定外一般会計繰入 

約2,500億円 ※２ 

特別高額医療費 
共同事業 ○ 著しく高額な医療費（１件420万円超）に

ついて、都道府県からの拠出金を財源に

全国で費用負担を調整。国は予算の範

囲内で一部を負担。 予算額：60億円 

特別高額医療費共同事業 

○ 都道府県・市町村の医療費適正化、予
防・健康づくり等の取組状況に応じ支援。 

予算額：約670億円    

保険者努力支援制度 

（赤字は国保改革による変更点） 

（平成30年度予算ベース） 

※４ 

保険者努力支援制度 

高額医療費負担金 

○貸付・交付分（2,000億円） 
  給付増や保険料収納不足に

より財源不足になった場合に
備え、都道府県に基金を設置
し、都道府県・市町村に対して
貸付・交付を行う。 

○激変緩和分（300億円） 
  平成35年度までの間、新制

度の円滑な施行に必要な資金
として活用可能。 

財政安定化基金 
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① 年齢構成が高く、医療費水準が高い 
 ・ 65～74歳の割合：市町村国保（３７．８％）、健保組合（３．０％）  
 ・ 一人あたり医療費：市町村国保（３３．３万円）、健保組合（１４．９万円） 

 

 
② 所得水準が低い 

 ・ 加入者一人当たり平均所得：市町村国保（８６万円）、健保組合（２０７万円（推計））  
 ・ 無所得世帯割合：２７．８％ 

③ 保険料負担が重い 
 ・加入者一人当たり保険料／加入者一人当たり所得 
  市町村国保（９．９％）、健保組合（５．７％） ※健保は本人負担分のみの推計値 

④ 保険料（税）の収納率低下 
  ・収納率：平成１１年度 ９１．３８％ → 平成２６年度 ９０．９５％    
 ・最高収納率：９５．２５％（島根県）  ・最低収納率：８６．７４％（東京都） 

⑤ 一般会計繰入・繰上充用 
 ・市町村による法定外繰入額：約３,８００億円   うち決算補てん等の目的 ：約３,５００億円、 
  繰上充用額：約９００億円（平成２６年度）  
   
 
 

⑥ 財政運営が不安定になるリスクの 高い小規模保険者の存在 
 ・１７１６保険者中３０００人未満の小規模保険者 ４５８ （全体の１／４） 

⑦ 市町村間の格差 
・ 一人あたり医療費の都道府県内格差  最大：2.7倍（北海道）    最小：1.1倍（富山県） 
・ 一人あたり所得の都道府県内格差    最大：14.6倍（北海道）     最小：1.3倍（福井県） 
・ 一人当たり保険料の都道府県内格差   最大：3.7倍（長野県）※    最小：1.3倍（長崎県） 

  ※東日本大震災による保険料（税）減免の影響が大きい福島県を除く。 

 

１．年齢構成 

２．財政基盤 

３．財政の安定性・市町村格差 

 
   

① 国保に対する財政支援の拡充 
 
② 国保の運営について、財政支援 
  の拡充等により、国保の財政上の 
  構造的な問題を解決することとし 
  た上で、 

 ・ 財政運営を始めとして都道府県 

  が担うことを基本としつつ、 

 ・ 保険料の賦課徴収、保健事業の 

  実施等に関する市町村の役割が 

  積極的に果たされるよう、 
 都道府県と市町村との適切な役割 
 分担について検討 
 
③ 低所得者に対する保険料軽減措 
  置の拡充 
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【施行期日】  平成30年4月1日（４①は公布の日（平成27年５月29日）､2は公布の日及び平成29年4月1日､３及び４②～④は平成28年4月1日） 

１．国民健康保険の安定化 
○国保への財政支援の拡充により、財政基盤を強化 (27年度から約1700億円､29年度以降は毎年約3400億円) 

○平成30年度から、都道府県が財政運営の責任主体となり、安定的な財政運営や効率的な事業の確保等の 
国保運営に中心的な役割を担い、制度を安定化 

２．後期高齢者支援金の全面総報酬割の導入 
○被用者保険者の後期高齢者支援金について、段階的に全面総報酬割を実施 

(26年度:1/3総報酬割→27年度:1/2総報酬割→28年度:2/3総報酬割→29年度:全面総報酬割) 

３．負担の公平化等 
①入院時の食事代について、在宅療養との公平等の観点から、調理費が含まれるよう段階的に引上げ 

(27年度:1食260円→28年度:1食360円→30年度:1食460円。低所得者､難病･小児慢性特定疾病患者の負担は引き上げない) 

②特定機能病院等は、医療機関の機能分担のため、必要に応じて患者に病状に応じた適切な医療機関を紹介する等
の措置を講ずることとする（紹介状なしの大病院受診時の定額負担の導入） 

③健康保険の保険料の算定の基礎となる標準報酬月額の上限額を引き上げ (121万円から139万円に) 

４．その他 
①協会けんぽの国庫補助率を｢当分の間16.4％｣と定めるとともに､法定準備金を超える準備金に係る国庫補助額の 
特例的な減額措置を講ずる 

②被保険者の所得水準の高い国保組合の国庫補助について、所得水準に応じた補助率に見直し 
(被保険者の所得水準の低い組合に影響が生じないよう、調整補助金を増額) 

③医療費適正化計画の見直し、予防･健康づくりの促進 
･都道府県が地域医療構想と整合的な目標(医療費の水準､医療の効率的な提供の推進)を計画の中に設定 
･保険者が行う保健事業に、予防･健康づくりに関する被保険者の自助努力への支援を追加 

④患者申出療養を創設 (患者からの申出を起点とする新たな保険外併用療養の仕組み) 

 持続可能な社会保障制度の確立を図るための改革の推進に関する法律に基づく措置として、持続可能な医療保険制度を構築するため、
国保をはじめとする医療保険制度の財政基盤の安定化、負担の公平化、医療費適正化の推進、患者申出療養の創設等の措置を講ずる。 

持続可能な医療保険制度を構築するための国民健康保険法等の一部を改正する法律の概要 
（平成27年５月27日成立） 
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＜平成27年度から実施＞（1,700億円） 

○低所得者対策の強化 
 （低所得者数に応じた自治体への財政支援を拡充） 

＜平成30年度から実施＞（1,700億円） 

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度～ 

低所得者対策の強化 1,700 1,700 1,700 1,700 1,700 

財政調整機能の強化・ 
保険者努力支援制度等 

－ － － 1,700 1,700 

財政安定化基金の造成 
＜積立総額＞ 

２００ 
＜200＞ 

４００ 
＜600＞ 

1,100 
＜1,700＞ 

300 
＜2,000＞ 

－ 
＜2,000＞ 

（単位：億円） 

消費税財源 
（５⇒８％） 

総報酬割化 
財源 

○ 国保の財政運営を都道府県単位化する国保改革とあわせ、毎年3,400億円の財政支援の拡充を
行う。 

1,700億円 

○財政調整機能の強化 

 （精神疾患や子どもの被保険者数等自治体の責めによらない要因への対応  等） 800億円 

○保険者努力支援制度 

 （医療費の適正化に向けた取組等に対する支援） 840億円 

○財政リスクの分散・軽減方策 

 （高額医療費への対応） 60億円 

※ 平成27～30年度予算において、2,000億円規模の財政安定化基金を積み立て 

【参考】 
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改革の方向性 

１． 
運営の在り方 

 (総論) 

○ 都道府県が、当該都道府県内の市町村とともに、国保の運営を担う 

○ 都道府県が財政運営の責任主体となり、安定的な財政運営や効率的な事業運営の確

保等の国保運営に中心的な役割を担い、制度を安定化 

○ 都道府県が、都道府県内の統一的な運営方針としての国保運営方針を示し、市町村

が担う事務の効率化、標準化、広域化を推進 

都道府県の主な役割 市町村の主な役割 

２． 
財政運営 
 

財政運営の責任主体 
・市町村ごとの国保事業費納付金を決定 
・財政安定化基金の設置・運営 

・国保事業費納付金を都道府県に納付 

３． 
資格管理 

国保運営方針に基づき、事務の効率化、 
標準化、広域化を推進 

※４．と５．も同様 

･ 地域住民と身近な関係の中、 
  資格を管理(被保険者証等の発行) 
※被保険者の住所要件は都道府県単位 

４． 
保険料の決定 
賦課・徴収 

標準的な算定方法等により、市町村ごとの
標準保険料率を算定・公表 

・ 標準保険料率等を参考に保険料率を決定 

・ 個々の事情に応じた賦課･徴収 

５． 
保険給付 

・給付に必要な費用を、全額、 
市町村に対して支払い 

・市町村が行った保険給付の点検 

･ 保険給付の決定 
･ 個々の事情に応じた窓口負担減免等 

６． 
保健事業 

市町村に対し、必要な助言･支援 
・ 被保険者の特性に応じたきめ細かい保健
事業を実施  （データヘルス事業等） 

国保制度改革の概要（都道府県と市町村の役割分担） 
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